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事業方式 

１．事業方式の種類と概要（再掲） 

事業方式としては、その実施主体や役割分担の違い等により、公設公営方式のほか、公設民

営方式（長期包括運営委託方式）、公設民営方式（ＤＢＯ方式）及び民設民営方式（ＰＦＩ方

式）があります。これらの事業方式の公共と民間事業者の役割を以下に示します。 

（１）公設公営方式 

公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の建設と運転業務及び維持管理業務（以下、

運転業務と維持管理業務を併せて「運営業務」という。）を行う方式です。運営業務は一部を

民間事業者に委託します。 

（２）公設民営方式（長期包括運営委託方式） 

公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の建設を行い、運営業務に関しては民間事業

者に複数年にわたり包括的に委託する方式です。 

（３）公設民営方式（ＤＢＯ方式） 

公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の建設、運営業務を包括的に民間事業者に委

託する方式です。 

（４）民設民営方式（ＰＦＩ方式） 

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の建設、運営業務を行う事業方式です。施設の所有

権については、ＰＦＩ方式の種類によって公共への移転時期が異なります。 

 

表１ 廃棄物処理施設の整備・運営事業における事業方式別公共・民間の役割分担 

 事業方式 

項  目 

 
(1) 

公設公営方式 

 
(2) 

公設民営方式
(長期包括運営

委託方式) 

 
(3) 

公設民営方式 
(ＤＢＯ方式) 

 
(4) 

民設民営方式 
（ＰＦＩ方式） 

民間関与度民間関与度民間関与度民間関与度    小小小小            大大大大    

計画策定 公共 公共 公共 公共 

資金調達 公共 公共 公共 民間 

施設の所有 

（建設時） 
公共 公共 公共 

公共 
民間 

建  設 公共 公共 
公共 
民間    

民間 

運営業務 
公共 
民間 

民間 民間 民間 

運営ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ ※ 

（運営期間中） 
－ 公共 公共 

公共 

民間 

※運営モニタリングは、運営業務を包括的に民間事業者に委託する公設公営以外の事業方式に

おいて公共・民間が実施するものです。民設民営方式においては民間事業者が民間の金融機

関からの資金調達を行うため、民間の金融機関もモニタリングを実施することになります。 
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２．各事業方式の特徴と事業形態例（再掲） 

各事業方式の特徴と事業形態例を表２に示します。
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表
２

 
各

事
業

方
式

の
特

徴
と

事
業
形

態
例
 

公
設

公
営

方
式
 

公
設

民
営

方
式

（
長

期
包

括
運

営
委
託

方
式

）
 

公
設

民
営

方
式

(Ｄ
Ｂ

Ｏ
方

式
)
 

民
設

民
営

方
式

（
Ｐ

Ｆ
Ｉ

方
式

）
 

「
公

設
公

営
方

式
」

は
、

公
共

が
施
設

の
建

設
を

行
い

、
公

共
が

事
業

主
体

と
し

て
施

設
の

運
営
業

務
を

行
う

方
式

で
す

。
 

      

【
資

金
の

調
達

】
公

共
が

資
金

を
調
達

し
ま

す
。
 

【
建

設
】

公
共

が
建

設
企

業
と

建
設
工

事
請

負
契

約
を

締
結

し

建
設

を
行

い
ま

す
。
 

【
運

営
】

公
共

の
職

員
が

運
転

管
理
業

務
や

維
持

管
理

業
務

な

ど
の

種
々

の
業

務
に

つ
い

て
、

民
間
事

業
者

に
単

年
度

ご
と

に

委
託

し
て

実
施

し
ま

す
。

公
共

が
一
部

の
業

務
を

直
接

実
施

す

る
こ

と
も

あ
り

ま
す

。
 

「
公

設
民

営
方

式
（

長
期

包
括

運
営
委

託
方

式
）

」
は

、
公

共
が

施
設

の
建

設
を

行
い

、
施

設
の
運

営
業

務
を

長
期

的
か

つ

包
括

的
に

民
間

事
業

者
に

委
託

す
る
方

式
で

す
。
 

公
設

公
営

方
式

と
比

較
し

、
運

営
業
務

に
お

け
る

民
間

事
業

者
の

責
任

範
囲

を
広

く
し

、
創

意
工
夫

を
発

揮
さ

せ
易

く
す

る

委
託

方
式

で
す

。
 

   

【
資

金
の

調
達

】
公

共
が

資
金

を
調
達

し
ま

す
。
 

【
建

設
】

「
公

設
公

営
方

式
」

と
同
じ

く
、

公
共

が
建

設
企

業

と
建

設
工

事
請

負
契

約
を

締
結

し
、
建

設
を

行
い

ま
す

。
 

【
運

営
】

運
転

管
理

や
維

持
管

理
な
ど

の
必

要
な

業
務

を
す

べ

て
一

括
し

て
民

間
事

業
者
（
一

般
的
に

は
Ｓ

Ｐ
Ｃ

1
）
に
複
数

年

か
つ

包
括

的
に

責
任

委
託

し
ま

す
。
 

 

「
公

設
民

営
方

式
（
Ｄ
Ｂ

Ｏ
方

式
）
」

は
、

施
設

の
建

設
と

長
期

か
つ

包
括

的
な

運
営

委
託

に
よ
る

運
営

業
務

を
一

括
し

て

発
注

・
契

約
す

る
方

式
で

す
。
 

「
公

設
民

営
方

式
（

長
期

包
括

運
営
委

託
方

式
）

」
と

異
な

り
、

建
設

及
び

運
営

業
務

を
民

間
事
業

者
に

一
括

発
注

す
る

た

め
、

業
務

の
関

連
性

・
一

体
性

や
長
期

事
業

期
間

を
視

野
に

入

れ
た

民
間

事
業

者
の

創
意

工
夫

を
建
設

及
び

運
営

業
務

の
双

方

に
発

揮
す

る
こ

と
が

期
待

で
き

ま
す
。
 

 

【
資

金
の

調
達

】
公

共
が

資
金

を
調
達

し
ま

す
。
 

【
建

設
】

「
公

設
公

営
方

式
」

と
同
じ

く
、

公
共

が
建

設
企

業

と
建

設
工

事
請

負
契

約
を

締
結

し
、
建

設
を

行
い

ま
す

。
 

【
運

営
】

運
転

管
理

や
維

持
管

理
な
ど

の
必

要
な

業
務

を
す

べ

て
一

括
し

て
民

間
事

業
者
（
一

般
的
に

は
Ｓ

Ｐ
Ｃ

1
）
に

複
数

年

か
つ

包
括

的
に

責
任

委
託

し
ま

す
。
 

「
民

設
民

営
方

式
（
Ｐ
Ｆ

Ｉ
方

式
）
」

は
、

「
公

設
民

営
方

式
（
Ｄ
Ｂ

Ｏ
方
式

）
」

と
異
な

り
、
資

金
調

達
も

民
間

事
業

者

が
自

ら
行

っ
た

う
え

で
施

設
を

建
設
し

、
さ

ら
に

、
そ

の
施

設

の
運

営
業

務
を

長
期

間
包

括
的

に
実
施

す
る

も
の

で
す

。
 

公
設

民
営

方
式

（
Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

）
と
同

様
に

、
建

設
及

び
運

営
業

務
を

民
間

事
業

者
に

一
括

発
注
す

る
た

め
、

業
務

の
関

連

性
・

一
体

性
や

長
期

事
業

期
間

を
視
野

に
入

れ
た

民
間

事
業

者

の
創

意
工

夫
を

建
設

及
び

運
営

業
務
の

双
方

に
発

揮
す

る
こ

と

が
期

待
で

き
ま

す
。
 

【
資

金
の

調
達

】
民

間
事

業
者

が
資
金

を
調

達
し

ま
す

。
 

【
建

設
・
運
営

】
公

設
民

営
方

式
（
Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式
）
と
異
な

り
、

公
共

と
民

間
事

業
者

（
Ｓ

Ｐ
Ｃ

）
と
の

契
約

は
、

建
設

と
運

営

業
務

を
合

わ
せ

た
事

業
契

約
と

し
て

1
本
の

み
と

な
り

ま
す

。
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

1
Ｓ

Ｐ
Ｃ

（
Sp
ec
i
al
 
Pu
r
po
s
e 
C
om
p
an
y：

特
別

目
的
会

社
）
と

は
、
あ

る
特
定

の
事

業
を

実
施
す

る
目
的

で
設
立

す
る

組
織

で
、

株
式
会

社
の
形

態
と
す

る
こ

と
が

一
般

的
。
こ

れ
に
よ

り
、
他

事
業

の
影

響
を

排
除
し

、
会
計

上
も
事

業
上

も
親

会
社

の
責
任

・
信
用

か
ら
切

り
離

す
こ

と
が

で
き
る

。
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３．先行事例調査（再掲） 

（１）全国事例 

過去10年間の全国における一般廃棄物焼却・溶融施設の事業方式採用状況を表３に示します。特に

近年は、「公設民営方式（ＤＢＯ方式）」を採用している事例が多くなっています。これは、以下の2点

が大きな要因と考えられます。 

・民設民営方式（ＰＦＩ方式）と比較して公設民営方式（ＤＢＯ方式）では自治体が資金調達を行うこ

とになることから、民間事業者が資金調達を行う場合よりも低金利で資金調達をできること。 

・従来一般的に採用されていた「公設公営方式」の短所である運営期間中の維持管理費が単年度ごとの

予算措置となるうえ、毎年の維持管理費の変動が大きく、競争性の確保が困難であることが、公設民

営方式（ＤＢＯ方式）では解決できること。 

一方で、「民設民営方式」は過去10年間で3件しか採用されていません。これは、民設民営方式（Ｐ

ＦＩ方式）ではより民間事業者の自由度を高めて創意・工夫を発揮させることでコストの縮減を図るこ

とが可能となりますが、廃棄物処理事業は実施する業務内容がある程度決まっていること、安定したご

み処理の継続が絶対条件でありリスクを冒してまで民間事業者に自由度を与えることは望ましくない

ことが要因と考えられます。 

表３ 全国の一般廃棄物焼却・溶融施設の事業方式採用状況    

 
 

（２）関東区域（東京、埼玉、神奈川）における主な一般廃棄物焼却・溶融施設の事業方式採用状況 

関東区域（東京、埼玉、神奈川）における主な一般廃棄物焼却・溶融施設の事業方式採用状況を表４

及び表５に示します。21事例のうち、11事例が公設民営方式（ＤＢＯ方式）を採用しています。 

 

表４ 関東区域における主な一般廃棄物焼却・溶融施設の事業方式採用状況（まとめ）

年度
公設公営
方式

公設民営方式
（長期包括
運営委託方式）

公設民営方式
（ＤＢＯ方式）

民設民営方式
（ＰＦＩ方式）

合計

2005 6 1 1 1 9
2006 7 3 1 0 11
2007 3 0 3 0 6
2008 1 0 7 1 9
2009 2 2 3 0 7
2010 6 2 6 0 14
2011 3 0 11 0 14
2012 4 3 10 0 17
2013 2 1 4 0 7
2014 5 1 6 1 13
合　計 39 13 52 3 107

※一般廃棄物中間処理施設の設計・建設・運営事業（生ごみのみを対象とした施設等は含まない）

※公設民営方式（長期包括運営委託方式）は、竣工初年度から導入した事例のみで整理

※公設公営方式及び公設民営方式（長期包括運営業務委託方式）は契約年度で整理

※公設民営方式（DBO方式）及び民設民営方式（PFI方式）は実施方針公表年度で整理

※新聞情報や自治体HPを基に整理したため、全施設を網羅できていない可能性がある。

出典：「民間活力導入可能性調査報告書（平成28年3月　東総地区広域市町村圏事務組合）を基に一部加工

区　域
公設公営
方式

公設民営方式
（長期包括

運営委託方式）

公設民営方式
（ＤＢＯ方式）

民設民営方式
（ＰＦＩ方式）

非公表
又は未定

合計

東京都23区 1 0 0 0 3 4

東京都23区以外 0 0 5 0 1 6

埼玉県及び神奈川県 3 1 6 0 1 11

合　計 4 1 11 0 5 21
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表
５
 
関
東
区
域
に
お
け
る
主
な
一
般
廃
棄
物
焼
却
・
溶
融
施
設
の
事
業
方
式
採
用
状
況
 

 

(
ｔ

/
日

)
年

月

神
奈

川
県

川
崎

市
王

禅
寺

処
理
セ

ン
タ

ー
4
5
0
公

設
公

営
方

式
2
0
1
2

3
廃

棄
物

処
理

施
設

の
入

札
・

契
約

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

（
熱

回
収

施
設

）
（

2
0
1
1年

5
月

）

神
奈

川
県

秦
野

市
伊

勢
原

市
環

境
衛

生
組

合
は

だ
の

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

2
0
0
公

設
民

営
方

式
(
長

期
包

括
運

営
委

託
方

式
)

2
0
1
3

1
秦

野
市

伊
勢

原
市

環
境

衛
生

組
合
H
P

東
京

都
ふ

じ
み

衛
生

組
合

ク
リ

ー
ン

プ
ラ

ザ
ふ

じ
み

2
8
8
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
3

3
入

札
説

明
書

(
2
0
0
9
年

3
月

)

神
奈

川
県

平
塚

市
環

境
事

業
セ

ン
タ

ー
3
1
5
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
3

9
公

募
説

明
書

(
2
0
0
9
年

4
月
）

東
京

都
西

秋
川

衛
生

組
合

熱
回

収
施

設
1
1
7
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
4

3
入

札
説

明
書

(
2
0
1
0
年

4
月

)

東
京

都
東

京
二

十
三

区
清

掃
一

部
事

務
組

合
（

大
田

）
大

田
清

掃
工

場
6
0
0
公

設
公

営
方

式
2
0
1
4

9
廃

棄
物

処
理

施
設

の
入

札
・

契
約

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

（
熱

回
収

施
設

）
（

2
0
1
1年

5
月

）

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

桜
環

境
セ

ン
タ

ー
3
8
0
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
5

3
入

札
説

明
書

(
2
0
0
9
年

7
月

)

東
京

都
東

京
二

十
三

区
清

掃
一

部
事

務
組

合
（

練
馬

）
練

馬
清

掃
工

場
5
0
0
（

非
公

表
）

2
0
1
5

1
1
-

埼
玉

県
東

埼
玉

資
源

環
境

組
合

第
二

工
場

ご
み
処

理
施

設
2
9
7
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
6

3
東

埼
玉

資
源

環
境

組
合

公
告
（

2
0
1
2
年

1
0
月

）

埼
玉

県
ふ

じ
み

野
市

ふ
じ

み
野

市
・

三
芳

町
環

境
セ

ン
タ

ー
1
4
2
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
6

1
0
入

札
説

明
書

(
2
0
1
2
年

4
月

)

東
京

都
武

蔵
野

市
新

武
蔵

野
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
1
2
0
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
7

3
入

札
説

明
書

(
2
0
1
2
年

1
0
月

)

東
京

都
東

京
二

十
三

区
清

掃
一

部
事

務
組

合
（

杉
並

）
杉

並
清

掃
工

場
6
0
0
（

非
公

表
）

2
0
1
7

9
-

埼
玉

県
飯

能
市

ご
み

処
理

施
設

8
0
公

設
公

営
方

式
2
0
1
7

1
2
飯

能
市

ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー
施

設
更

新
計

画
に

つ
い

て
（

2
0
1
0年

5
月

）

神
奈

川
県

高
座

清
掃

施
設

組
合

新
ご

み
処

理
施

設
2
4
5
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
1
9

3
入

札
説

明
書

(
2
0
1
4
年

8
月

)

神
奈

川
県

横
須

賀
市

ご
み

処
理

施
設

3
6
0
公

設
公

営
方

式
2
0
2
0

2
横

須
賀

ご
み

処
理

施
設

整
備

実
施

計
画
【

概
要

版
】

(
2
0
1
3
年

3
月

)

東
京

都
浅

川
清

流
環

境
組

合
新

可
燃

ご
み
処

理
施

設
2
2
8
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
2
0

3
入

札
説

明
書

(
2
0
1
6
年

2
月
）

東
京

都
東

京
二

十
三

区
清

掃
一

部
事

務
組

合
（

光
が

丘
）

光
が

丘
清

掃
工

場
3
0
0
（

非
公

表
）

-

神
奈

川
県

川
崎

市
橘

処
理

セ
ン

タ
ー

6
0
0
（

非
公

表
）

-

東
京

都
町

田
市

熱
回

収
施

設
2
5
8
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
2
2

1
入

札
説

明
書

(
2
0
1
6
年

5
月

)

埼
玉

県
埼

玉
西

部
環

境
保

全
組

合
鳩

山
新

ご
み
焼

却
施

設
1
3
0
公

設
民

営
方

式
(Ｄ

Ｂ
Ｏ

方
式

)
2
0
2
2

1
0
埼

玉
西

部
環

境
保

全
組

合
H
P

東
京

都
八

王
子

市
新

館
清

掃
工

場
1
6
8
（

未
定

）
新

館
清

掃
施

設
整

備
基

本
設

計
(
2
0
1
6
年

3
月

)

出
典

自
治

体
名

施
設

規
模

事
業

方
式

竣
工

(
予

定
)

施
設

名

2
0
2
0
年

度

2
0
2
1
年

度

2
0
2
2
年

度

こ れ か ら 稼 働 す る 施 設

す で に 稼 働

し て い る 施 設
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４．民間事業者へのアンケート調査結果 

民間事業者へのアンケート調査により、民間事業者の本事業への参加意向及び参入意欲のある

事業方式を整理しました。 

 

（１）アンケート調査対象の抽出 

ごみ処理技術を保有する民間事業者のうち実績の少ない民間事業者からのアンケート回答は

信憑性が低くなるため、一定の運転実績を持つ経験豊富な民間事業者に対してアンケート調査

を行いました。 

 

（２）アンケートの回収状況 

アンケートを発送した複数社から回答があり、一部の民間事業者は辞退しました。 

 

（３）アンケートの集計結果 

①本事業への参入意欲 

本事業に対する参入意欲について、アンケートへ回答いただいた民間事業者の結果は、表６

に示すとおりです。回答いただいた民間事業者はいずれも参入意欲があることがわかりました。 

    

表６ 本事業への参入意欲    

選択肢 回答結果 

１．関心があり、参加に意欲的である 複数社 

２．関心があり、条件が整えば参加したい 複数社 

３．関心がなく、参加の予定はない 0 社 

 

②参入意欲のある事業方式について 

本事業への参入意欲について、民間事業者にアンケート調査した結果は、表７に示すとおり

です。公設公営方式、公設民営方式（長期包括運営委託）及び公設民営方式（ＤＢＯ方式）に

は回答いただいた民間事業者全社ともに参入意欲がありますが、民設民営方式（ＰＦＩ方式）

に参入意欲がある民間事業者は 1 社のみでした。 

    

表７ 参入意欲のある事業方式    

選択肢（複数回答も可とした） 回答結果 

１．公設公営方式 複数社（回答した民間事業者全社） 

２．公設民営方式（長期包括運営委託方式） 複数社（回答した民間事業者全社） 

３．公設民営方式（ＤＢＯ方式） 複数社（回答した民間事業者全社） 

４．民設民営方式（ＰＦＩ方式） 1 社 
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５．事業方式の評価 

（１）各事業方式の比較評価 

先行事例調査、アンケート調査も踏まえ、第 5回委員会で整理した各事業方式の特徴等を基に

各事業方式の比較評価を行った結果は表８に示すとおりです。 
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表
８

 
各

事
業

方
式

の
評

価
 

評
価

項
目
 

公
設

公
営

方
式
 

公
設

民
営

方
式
 

（
長

期
包

括
運

営
委

託
方

式
）
 

公
設

民
営

方
式

(Ｄ
Ｂ

Ｏ
方

式
)
 

民
設

民
営

方
式

（
Ｐ

Ｆ
Ｉ

方
式

）
 

実
 

績
 

・
従

来
か

ら
採

用
さ

れ
て

き
た

事
業
方

式
で

あ
り

、
多

く

の
実

績
が

あ
り

ま
す

。
 

・
近

年
採

用
す

る
自

治
体

が
あ

る
事
業

方
式

で
す

。
 

・
近

年
採

用
す

る
自

治
体

が
増

え
て
き

た
事

業
方

式
で

、

多
く

の
実

績
が

あ
り

ま
す

。
 

・
近

年
は

採
用

す
る

自
治

体
が

少
な
く

、
実

績
は

多
く

あ

り
ま

せ
ん

。
 

○
 

○
 

○
 

△
 

競
争

性
の

確
保
 

・
建

設
は

、
複

数
社

が
参

加
意

欲
を
持

っ
て

い
る

た
め

、

競
争

性
の

確
保

が
見

込
め

ま
す

。
 

 ・
運

営
は

、
建

設
事

業
者

の
ノ

ウ
ハ
ウ

が
な

け
れ

ば
難

し

い
た

め
、

競
争

性
の

確
保

が
困

難
で
す

。
 

・
建

設
は

、
複

数
社

が
参

加
意

欲
を
持

っ
て

い
る

た
め

、

競
争

性
の

確
保

が
見

込
め

ま
す

。
 

 

・
運

営
は

、
建

設
事

業
者

の
ノ

ウ
ハ
ウ

が
な

け
れ

ば
難

し

い
た

め
、

競
争

性
の

確
保

が
困

難
で
す

。
 

・
複
数

社
が

参
加

意
欲

を
持
っ

て
い
る

た
め
、
建
設

及
び

運
営

の
い

ず
れ

に
も

競
争

性
の

確
保
が

見
込

め
ま
す
。
 

 

・
1
社
の

み
が

参
加

意
欲

を
持

っ
て
い

る
た

め
、

建
設

及

び
運

営
の

い
ず

れ
に

も
競

争
性

の
確
保

が
見

込
め

ま

せ
ん

。
 

 

△
 

△
 

○
 

×
 

（
民

間
事

業
者

の
 

参
入

意
欲

）
 

複
数

社
 

複
数

社
 

複
数

社
 

1
社
 

民
間

事
業

者
の
 

創
意

工
夫

の
発

揮
 

・
運

営
が

単
年

度
契

約
と

な
る

た
め
、

長
期

使
用

を
見

据

え
た

民
間

事
業

者
の

創
意

・
工

夫
の
発

揮
が

難
し

く
な

り
ま

す
。
 

・
運
営

を
長

期
包

括
的

に
契
約

す
る
こ

と
に

よ
り

、
長
期

使
用

を
見

据
え

た
民

間
事

業
者

の
創
意
・
工

夫
に

期
待

で
き

ま
す

。
 

 

・
建

設
と

運
営

を
一

体
と

し
て

発
注
す

る
た

め
、

長
期

運

営
を

見
越

し
た

建
設

の
工

夫
や

長
期
使

用
を

見
据

え
た

運
営

の
工

夫
な

ど
、

民
間

事
業

者
の
創

意
・

工
夫

に
期

待
で

き
ま

す
。
 

・
建

設
と

運
営

を
一

体
と

し
て

発
注
す

る
た

め
、

長
期

運

営
を

見
越

し
た

建
設

の
工

夫
や

長
期
使

用
を

見
据

え
た

運
営

の
工

夫
な

ど
、

民
間

事
業

者
の
創

意
・

工
夫

に
期

待
で

き
ま

す
。
 

△
 

○
 

○
 

○
 

法
律

や
施

策
等

の

変
動

へ
の

対
応
 

・
運

営
は

単
年

度
契

約
と

な
る

た
め
、

法
律

や
施

策
等

の

変
更

に
柔

軟
に

対
応

が
可

能
で

す
。
 

・
運

営
を

長
期

包
括

的
に

運
営

開
始
当

初
に

契
約

す
る

た

め
、

法
律

や
施

策
等

の
変

更
に

は
契
約

変
更

等
が

必
要

と
な

り
ま

す
。
 

・
運

営
を

長
期

包
括

的
に

建
設

開
始
当

初
に

契
約

す
る

た

め
、

法
律

や
施

策
等

の
変

更
に

は
契
約

変
更

等
が

必
要

と
な

り
ま

す
。
 

・
運

営
を

長
期

包
括

的
に

建
設

開
始
当

初
に

契
約

す
る

た

め
、

法
律

や
施

策
等

の
変

更
に

は
契
約

変
更

等
が

必
要

と
な

り
ま

す
。
 

○
 

△
 

△
 

△
 

財
政

支
出

の
 

平
準

化
 

・
運

営
は

単
年

度
契

約
と

な
る

た
め
、

財
政

支
出

の
変

動

が
大

き
く

な
り

ま
す

。
 

・
運

営
期

間
中

の
費

用
が

運
営

開
始
当

初
に

確
定

し
、

財

政
支

出
の

平
準

化
が

図
れ

ま
す

。
 

・
運

営
期

間
中

の
費

用
が

建
設

開
始
当

初
に

確
定

し
、

財

政
支

出
の

平
準

化
が

図
れ

ま
す

。
 

・
運

営
期

間
中

の
費

用
が

建
設

開
始
当

初
に

確
定

し
、

財

政
支

出
の

平
準

化
が

図
れ

ま
す

。
 

△
 

○
 

○
 

○
 

経
済

性
 

（
公

設
公

営
と

の

比
較

を
記

載
）
 

―
 

・
建

設
費

は
、

公
設

公
営

方
式

と
同
等

で
す

。
 

・
運

営
費

は
、

長
期

使
用

を
見

据
え

た
民
間

事
業

者
の

創

意
・

工
夫

に
よ

り
公

設
公

営
方

式
と

比
較
し

て
コ

ス
ト

縮
減

が
見

込
め

ま
す

。
 

・
市

が
資

金
調

達
を

行
う

た
め

、
借

入
金
利

は
公

設
公

営

と
同

等
で

す
。
 

・
建

設
費

及
び

運
営

費
と

も
に

、
建

設
と
運

営
を

一
体

と

し
て

発
注

す
る

た
め

、
長

期
使

用
を

見
据
え

た
民

間
事

業
者

の
創

意
・

工
夫

に
よ

り
公

設
公

営
方
式

よ
り

も
コ

ス
ト

縮
減

が
見

込
め

ま
す

。
 

・
市

が
資

金
調

達
を

行
う

た
め

、
借

入
金
利

は
公

設
公

営

と
同

等
で

す
。
 

・
建

設
費

及
び

運
営

費
と

も
に

、
建

設
と
運

営
を

一
体

と

し
て

発
注

す
る

た
め

、
長

期
使

用
を

見
据
え

た
民

間
事

業
者

の
創

意
・

工
夫

に
よ

り
公

設
公

営
方
式

よ
り

も
コ

ス
ト

縮
減

が
見

込
め

ま
す

。
 

・
民

間
事
業

者
が

金
融

機
関

か
ら

資
金
調

達
を

行
う

た
め

、

借
入

金
利

が
公

設
公

営
と

比
較

し
て
高

く
な

り
ま

す
。
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（２）公設民営方式（ＤＢＯ方式）の経済性 

前項の評価により最もメリットが多い公設民営方式（ＤＢＯ方式）について、定量的なコスト

縮減効果の参考として、近年、公設民営方式（ＤＢＯ方式）を採用した他事例のＶＦＭ検証状況

を表９に示します。 

ＶＦＭ（Value For Money：バリュー・フォー・マネー）は、公設民営方式（ＤＢＯ方式）導入

によりもたらされる経済的メリットを、従来の公設公営方式と比較して検証したものです。従来

と同様の公設公営方式で実施した場合と比較して公設民営方式（ＤＢＯ方式）で実施した場合の

費用削減率をＶＦＭとして算出しています。 

公設民営方式（ＤＢＯ方式）を採用した他自治体のＶＦＭは 3.5％～13.4％の範囲で、平均は

約 7.4％となっています。いずれの自治体も公設公営方式と比較して費用削減が見込まれている

ことがわかります。 

 

表９ 近年、公設民営方式（ＤＢＯ方式）を採用した他事例におけるＶＦＭ一覧 

 

 

６．採用する事業方式 

以上の検証結果から、新清掃工場では最もメリットが多く、費用の削減も見込める事業方式は

公設民営方式（ＤＢＯ方式）となります。 

 

No. 自治体名等 実施方針公表年度 特定事業選定時のVFM

1 村上市 H23 6.6%
2 岩手中部広域行政組合 H23 8.7%
3 ふじみ野市 H23 6.7%
4 小山広域保健衛生組合 H23 11.3%
5 武蔵野市 H23 8.9%
6 船橋市（北部清掃工場） H23 5.9%
7 北但行政事務組合 H24 6.4%
8 横手市 H24 3.7%
9 久留米市 H24 5.9%

10 近江八幡市 H24 8.9%
11 湖周行政組合 H24 8.7%
12 長崎市 H24 7.4%
13 仙南地域広域行政事務組合 H24 7.2%
14 今治市 H25 4.8%
15 上越市 H25 8.0%
16 城南衛生管理組合 H25 8.4%
17 高座清掃施設組合 H26 8.9%
18 長野広域連合 H26 7.5%

19 須賀川地方保健環境組合 H26 6.7%

20 佐久市 H26 12.9%
21 船橋市（南部清掃工場） H26 6.5%
22 水戸市 H27 13.4%
23 町田市 H27 5.2%
24 浅川清流環境組合 H27 8.3%
25 宇佐・高田・国東広域事務組合 H27 3.5%
26 佐世保市 H27 6.1%
27 大津市 H27 4.4%

7.4%平均


